大阪産業経済リサーチセンター、平成29年5月

	経済情勢トピックス《インバウンド需要》


	平成28年7～9月期に減少に転じた訪日外国人旅行消費額は、世界経済の復調や円高修正を背景に10～12月期以降再び増加に転じた。関西地域の百貨店免税売上げも28年11月以降は堅調に推移しており、景気の緩やかな回復を下支えしている。


１．はじめに

大阪経済は、平成28年秋頃に足踏みを脱し緩やかに回復している。その要因は、電子部品・デバイス等を中心に製造業の生産が増加していることである。これは、輸出の増加にけん引されたものであり、中国や米国景気が堅調であったことと、一時期円高になっていた為替レートが28年秋以降円安の方向に振れたことが背景にある
。
外需の増加は、輸出のみならず、インバウンド需要を通じて景気回復に寄与している
。

２．インバウンド需要の高まり
　インバウンド需要が大阪経済にどの程度の影響を与えているかについて、平成23年の大阪府産業連関表からみると、来阪外国人が府内で消費することによる需要額である「輸出（直接購入）」は、896億円と推計されている。当時の府内総生産（粗付加価値額計）36.5兆円と比べると0.25％に過ぎず、大阪府の「輸出計」に占める割合でも2.29％に留まる
。
　23年時点での大阪経済に占める割合は小さいが、23年の来阪外国人旅行者は、158万人であったのに対して、28年は941万人へと６倍に増加している（大阪府府民文化部都市魅力創造局）。１％程度の経済成長率の下では、来阪外国人旅行者の急増による地域経済成長への寄与は大きい。

29年1～3月期においても、韓国や中国などからの来訪者は増加している。訪日外客数（全国）は、前年同期比で13.6％の増加率で、654万人に達する。
訪日外国人の増加に伴い、その消費額は増加し続け、27年7～9月期には前年同期比81.8％増と1兆円を超える消費額となった。その後、伸びは鈍化し、28年7～9月期には減少に転じた。これは、28年に入って、中国人旅行客の「爆買い」が消えたことによるものである
。1人当り旅行支出は、27年7～9月期の18万7,166円がピークで、前年同期比では28年1～3月期以降減少傾向にある。

図１　訪日外客数の推移
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（出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」
図２　訪日外国人旅行消費額の推移
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（出所）観光庁「訪日外国人の消費動向」
３．インバウンド需要は28年秋以降復調
しかし、28年10～12月期以降では、1人当り旅行支出の減少幅は小さくなり、その一方で訪日外客数は2桁の増加が続いていることから、旅行消費額は前年同期比でプラスに転じた。

　29年1～3月期のインバウンド需要の費目別の内訳をみると、「買物代」が38.7％と最も大きな割合を占めているものの、前年同期比では減少している。その一方で、構成比は小さいが「娯楽サービス費」の増加率は25.4％増と著しい伸びとなっている。これは、訪日外国旅行消費の中で、最大の割合を占める
中国が、2桁減となったことによるものである。
いわゆる「爆買い」と言われた中国からの観光客による家電製品等の購入ブームは終わったが、訪日外国人による消費は、化粧品などの日用品から、「コト消費」などを含めた広がりを見せ、このところ堅調に推移している。
図３　費目別にみる訪日外国旅行消費額
（平成29年1～3月期、速報値）
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消費総額 9,679 100.0 4.0 3,718 100.0 -4.7

宿泊料金 2,543 26.3 8.0 703 18.9 1.6

飲食費 1,913 19.8 7.4 598 16.1 3.3

交通費 1,065 11.0 6.2 316 8.5 -1.6
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全国籍・地域 　うち、中国


（出所）資料：観光庁「訪日外国人の消費動向」
図４　関西地域の百貨店免税売上げの推移
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（出所）日本銀行大阪支店「百貨店免税売上（関西地域）」
日本銀行大阪支店によると、関西地域の百貨店免税売上げは、28年4月からは前年同月比でマイナスで推移するなど弱い動きとなっていた。しかし、世界経済の復調を背景に、円高が修正された11月以降にはプラスとなり、29年1～3月についても高水準で推移している。

４．地域経済活性化への貢献
　インバウンド需要は、地域経済活性化に大きく寄与している。29年の公示地価で商業地の全国1位の上昇率となったのは、なんば駅近くの商業地で前年比41.3％上昇となった。「外国人観光客の増加に伴う繁華性向上から新規出店需要が強く、さらに周辺部においてはホテル用地としての需要も旺盛である（国土交通省）」と評価されている。
　都市圏としてみても、大阪圏の商業地の地価は、28年に3.3％、29年に4.1％と、東京圏や名古屋圏を上回る上昇率となっている。インバウンド需要の効果が、圏域に波及し、他地域よりも地域経済の下支え効果が大きいことを示すものとみられる。
図５　地価変動率の推移（商業地）
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（出所）国土交通省「地価公示」
５．おわりに

　インバウンド需要の復調は、輸出と並んで外需主導の景気回復にとっての重要な要素であるが、このところ堅調に推移している。
このような動きを持続させるには、受け皿となる宿泊施設の整備が肝要である
。
（町田　光弘）
� 町田光弘「大阪経済は足踏みを脱し、緩やかに回復」社団法人大阪府工業協会『商工振興』2017年6月号


� 近年のインバウンド需要の動向については佐野浩「経済情勢トピックス《大阪府における訪日外国人の動向～平成27年1～3月期を中心に～》」大阪産業経済リサーチセンター『大阪経済の動き　平成27年1～3月版』pp.4-5参照。


� 平成17年の「輸出（直接購入）」は601億円で、当時の府内総生産（粗付加価値額計）の0.15％、「輸出計」の1.75％であったので、伸び率としては大きい（大阪府統計課「平成17年大阪府産業連関表」）。


� 山本敏也「経済情勢トピックス《爆買いはなぜ消えたか》」大阪産業経済リサーチセンター『大阪経済の動き　平成28年4～6月版』pp.6-9参照。


� 中国の占める割合は平成29年1～3月期において38.4％と最大であるが、前年同期の41.9％よりは低下している。


� 2020年に向けて東京ではホテル不足が大幅に緩和されるが、大阪では大幅に不足するとみられている（宮嶋貴之「インバウンドの展望と中期的なホテル不足の試算」みずほ総合研究所『みずほインサイト』2017年1月20日）
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